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〔要約〕政党ガバナンスコードの提案 
－法律実務家の視点からみた実践：政党不信の克服と社会分断の緩和に向けて－ 

加藤慶二（弁護士） 

第１ いま求められる政党改革－政党ガバナンスコード 

昨今、政治不信、社会分断、ポピュリズム、虚偽情報の跋扈などによって、政党政治

は今までにないほど、危機に陥っている。本来、政党は、多種多様な民意をすくいあげ

て、それを抽象的な利益に統合させ、政策に落とし込むことが求められるにもかかわら

ず、各政党が、そのような機能を果たしているとは言い難い。実態として、現在の政党

は、各政治家の単なる寄せ集まりにすぎず、組織としての集合知を形成する責任を放棄

している。そこで、本稿は、政党が本来の機能・役割を発揮するには党内統治（政党ガ

バナンス）のルール整備が必要であると考える。 

 加えて、政党は重要なアクターであるからこそ、政党改革を行うことは、社会分断、

統治主体意識の涵養に直接的に寄与することができると考える。 

そこで、本稿において、①政党のガバナンス整備、②社会分断の緩和、③統治主体意

識の向上を目指す政党改革として、政党ガバナンスコード（私案）の制定を提案する。 

 

第２ 政党に対する不信感に向き合う 

ただ、政党改革を考える前に、政党不信の原因に立ち返る必要があろう。政党の不信

感を拭うことができなければ、政党ガバナンスの再構築は不可能だからである。「 なぜ日

本社会において政党の信頼が低く、コミットメントが低いのか」。詳細は略すが、私は、

 政党の存在意義・役割・機能」について、法規範上の地位が与えられず、曖昧なまま

今日に至っていること、だからこそ、日本社会としてそれを実践・体得することができ

なかったこと、そしていわばその放置を補強するような日本特有の事情があったのでは

ないか、と考えるものである。 

 

第３ 制度的枠組みによる主体性の獲得及び文化変容 

前述した仮説が正しいとすれば、 政党の存在意義等について、改めてコンセンサスを

形成すべく議論を開始しよう」とは簡単にならない。日本特有の事情がそれを邪魔する

からである。しかし、我々は過去に、裁判員裁判の先例を知っており、当該制度下にお

いて、当初は人を裁くことに消極的であっても、いざ制度が導入され、 裁判員」という
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役割が与えられれば、多くの人は、他者と議論を尽くし結論を導き出すという役割を全

うし、次第に司法判断への主体性を獲得したという経験を持っている。 

そうであれば、政党不信があったとしても、強いリーダーシップをもって、 あえて」

政党の存在意義・役割・機能を積極的に位置づけようとする制度を制定すれば、おのず

と国民の意識、ひいては日本特有の文化を変容させることができると考える。 

 

第４ 政党ガバナンスコード（私案）の提案 

  そこで、私は別添のとおり、政党ガバナンスコード（私案）の制定を提案したい（以

下、単に 別添コード」と略す。）。 

 

第５ そもそもガバナンスコードとは何か 

 私は、政党の存在意義等を規律するルールとしては、法律ではなく、コーポレートガ

バナンスコードに準じたソフトローを制定することが望ましいと考える。理由は複数あ

るが、主には、「 政党法」を制定する場合には、政党における結社の自由（憲法２１条１

項）との関係で、緊張関係が生ずる可能性があるからである。そこで、少なくとも現時

点では、ハードロー、すなわち 政党法」によって規律するよりも、まずはソフトロー

による規制を模索し、その後、政党法の制定を検討するというプロセスを採るのが最も

合理的である。 

ただし、遵守力を担保するためには、政党助成法４条１項を改正すべきである。政党

ガバナンスコードの遵守報告書を国に提出し、国会にその報告を行うことを条件として、

政党交付金を交付するのである。政党交付金という公金を受け取る以上、一定のガバナ

ンスルールに服するということは合理的である（そのため、ガバナンスコードの遵守対

象は政党助成法２条でいう 政党」になる）。 

 

第６ 別添コードの説明（コード１～３：政党の組織化） 

別添コード１～３は、利益集約機能を果たすため、ブラックボックスといわれる政党

運営を排するため、政党の近代化を目指すものである。政党ガバナンスのルール整備を

正面から求め「（コード１）、コード２は、不透明な選考プロセスを排し、多様な人材を登

用・育成することを目的とする。また、現時点の判例法理を前提とすれば、政党内の事

柄については司法上の統制が効きにくいことから、政党が自ら制定した綱領、倫理規定
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などによって運営されるべきである（コード３）。 

このように、別添コード１～３は、政党を 組織化」し、政党の本来の機能・役割を

発揮するものとしての政党ガバナンスを再定義するルールであるが、同時に、政党が近

代的な組織として衣替えすることを命ずることで、政党の 正統化」を目的とし、各政

党に「 政党とは何か（存在意義）」、 政党は何のために存在するか（役割、機能）」、そし

て 国民がいかに政党を通して政治に参加するか」という検討・議論のプロセスの経験

をも促すものである。これが政党への不信感を払拭することにもつながる。 

 

第７ 別添コードの説明（コード４・５：社会分断と統治主体意識） 

１  別添コード４及び５は、昨今の社会分断の緩和、統治主体意識を涵養させるためのル

ールである。社会分断の原因の一つとして、政治が多くの個人の声を拾わない結果、政

治を信じることができない、 政治に対する不信感」にあると思われる。加えて、排外的

感情を乗り越えるためには、異質な他者と積極的に交流し、コミュニケーションをする

ことも、また有用である。そこで、社会分断を緩和するために 政治不信の回復（㋐）」

及び 寛容の精神（㋑）」を醸成するための仕掛けが重要となる。 

２  また、間接民主制の下では、国民は お任せ（統治客体）」になりやすく、政治的無関

心や無責任な態度が蔓延しがちである。人は、自らの生活、課題、利害に直結する政治

課題であれば、時間をかけて情報を集め、識者の見解を精査しようとする。そのため、

自分ごととして、統治システムに主体的に関わるような仕掛けを設けることが重要とな

る。そのため、 参加型民主主義（㋒）」を実現することが重要となる。 

３  そこで、㋐政治不信の回復、㋑寛容の精神の醸成、㋒参加型民主主義の実現のために、

まずコード４として、政党が本来担うべき 利益集約機能」をより強く意識するための

環境づくりを求める。また、政党の組織運営や政策決定の過程に国民の直接的な参加を

促すことによって、民主主義の充実化を図ろうとするのがコード５である。 

以上  
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政党ガバナンスコード私案 

１ 政党ガバナンスの制度化  

〔基本原則１〕 

政党（政党本部をいう。以下同じ。）は、目指すべき国家像を確立し、議会制民主主義の中核的主体として、構成員による

実効的な監視及び監督が可能となるよう意思決定手続及び監督体制その他の具体的ルールを含む適切なガバナンス体制を

整備しなければならない。また、政党は、特定の者に権限及び意思決定が過度に集中することのないよう、十分に配慮を行

うべきである。 

原則１－１（国家像） 

政党は、自らが目指すべき国家像、社会の在り方及び政治理念（以下、これらを「 国家像等」という。）を確立して、これ

を社会に提示するとともに、不断にその内容を検証しつづけなければならない。また、具体的な政策又は政治活動は当該

国家像等に基づいて提案及び実行されるものとする。 

原則１－２（意思決定過程の透明化） 
政党は、意思決定及び政策協議の過程について、事柄の性質に応じた適切な対象範囲（議員、党員または国民）を定めたう

えで、透明性を確保しなければならない。 

原則１－３（説明責任） 政党は、執行部が講じた措置又は対応について、適切な方法により、説明を行うべきである。 

原則１－４（権力分立の仕組制定） 

政党は、執行部の選任及び解任並びに在任期間等について、客観性及び透明性のある手続を確立しなければならない。ま

た、執行部の権限及び責務を明確化するとともに、執行部に対する実効性の高い監督・抑制を可能とする党内権力分立の

体制を整備すべきである。 

原則１－５（合理的な政策立案） 
政党は、政策の企画、立案又は変更を行うに際しては、専門的な知見を有する学識経験者その他の第三者を適切に関与さ

せるなどして、当該政策の客観的な合理性、相当性及び実効性を確保するよう努めるべきである。 

２ 多様な人材の登用及び育成  

〔基本原則２〕 

政党は、多様な人材の発掘及び登用に日常的に取り組むとともに、その所属する議員、公認候補予定者その他の関係者（以

下、 関係者等」という。）に対し、政策の立案に関する能力その他必要な能力の向上を図るための支援をしなければならな

い。また、関係者等が行う政治活動及び選挙運動に対する必要な支援を適切に行うべきである。 

原則２－１（公認候補予定者擁立にかかる

基本方針及び基本計画） 

政党は、多様な経験及び幅広い視点を有し、又は専門的な知識経験を有する公認候補予定者を擁立するため、基本方針及

び基本計画を策定しなければならない。 
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原則２－２（人材育成） 
政党は、関係者等に対して、研修を適切に実施するなど組織的な教育・研修の機会を提供するとともに、資格取得奨励制度

その他の能力及び資質向上に資するための制度を設けるべきである。 

原則２－３（当選しなかった場合の支援） 
政党は、所属議員が選挙において当選しなかった場合において、当該者が円滑に職業生活へ移行し、又は政治活動を継続

し得るよう、その事情に応じた必要な支援を整備すべきである。 

原則２－４（支部長等に対する選考手続） 

政党は、衆議院議員選挙又は参議院議員選挙の公認候補予定者への就任を希望する者に対し、その能力を適切に評価する

ため、試験及び面接等を実施し、当該人物がこれらの職に就任することが適当か否かを精査すべきである。この場合にお

いて、党員その他の利害関係人に対して試験の結果を公表することを妨げるものではない。 

原則２－５（議員の政治活動の可視化） 

政党は、国民による実効的な監督及び監視に資するため、関係者等の政治活動の状況を可視化する環境を整備すべきであ

る。この場合において、評価が主観的又は表面的な要素に偏ることを防ぎ、多様な役割を担う関係者等の公正な評価を確

保するため、客観的な評価基準の公表と一体としてこれを行うべきである。 

３ 法の支配の貫徹  

〔基本原則３〕 

政党は、第三者による不当な干渉を排除し、自律的に運営されることを旨としなければならない。ただし、その自律性は、

法の支配の理念に則り、適正手続の原則を損なうものであってはならず、その運営は、公正かつ透明な手続により行われ

なければならない。 

原則３－１（綱領による運営） 
政党は、綱領、党則、規約その他これに相当する適切な行為規範を制定し、一連の規範に従って運営されなければならな

い。 

原則３－２（違法行為の根絶） 
政党は、党内の違法行為を根絶し、及び高い倫理を保持するために、倫理規定、内部通報制度又は事実関係の調査及び審査

を行うための審査手続その他の合理的な規範を設けるべきである。 

原則３－３（情報開示手続） 
政党は、国民に対する説明責任を果たすために、事柄の性質に応じた適切な対象範囲（議員、党員または国民）を定めたう

えで、情報開示手続を速やかに設けるべきである。 

４ 民意の集約  

〔基本原則４〕 
政党は、国民の多様な意思及び利害を把握、集約又は統合し、これを議会に反映させるために、必要な措置を講じなければ

ならない。 



6 

 

原則４－１（党員等の民意把握） 
政党は、党大会その他の機会を通じて、党員その他の利害関係人の要望を適切に把握及び集約するための制度を整備しな

ければならない。 

原則４－２（ミニパブリクスを用いる国民

の民意把握） 

政党は、党員に限らず広く国民から意見を定期的に聴取するために、市民ダイアローグその他のミニパブリクス（無作為

に選ばれた市民による討議）を実施するなどして、民意を適切に把握及び集約すべきである。 

原則４－３（デジタル技術を用いる国民の

民意把握） 

政党は、デジタル技術を駆使して、広く国民からの意見を収集し、必要な技術を用いて、それを分析し、政策決定に活かす

べきである。 

５ 民主主義の充実   

〔基本原則５〕 
政党は、集約された民意を、個別の利害を超えて、社会全体の利益として位置付けなおすことができるよう、組織運営や政

策決定の過程に国民の直接的な参加を可能にする制度的環境を整備すべきである。 

原則５－１（党員等の参加型民主主義） 

政党は、党員その他の利害関係人が組織運営や政策決定の一部に直接関与し、意見表明および討議に参加できる機会（デ

ジタルプラットフォームを含む。以下同じ）を確保するとともに、一定の賛同を得た政策提案について、その内容を尊重す

べきである。ただし、必ずしもこれに拘束されることを意味するものではない。 

原則５－２（国民の参加型民主主義）  

政党は、市民陪審その他のミニパブリクス（無作為抽出により構成される討議型参加手法）を実施し、党員に限らず広く国

民に働きかけるとともに、政策決定の一部に国民が関与し、意見表明及び討議に参加できる機会を設けるよう努めなけれ

ばならない。この場合において、政党の執行部は、これらの場から提出された意見を尊重し、少なくとも政策形成の参考と

すべきである。ただし、必ずしもこれらの意見に拘束されることを意味するものではない。 

 


